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明 細 書

発明の名称

画像表示用発光装置の電力制御方法、画像表示用発光装置、表示装置、及

びテ レビ受信装置

技術分野
０００ 本発明は、画像表示用発光装置の電力制御方法、画像表示用発光装置、表

示装置、及びテ レビ受信装置に関し、特に、画像表示用発光装置の電力制限

に係る制御方法に関する。

背景技術

０００ 従来、液晶テ レビなどの液晶表示装置の照明装置 (バックライ ト) として

C C 」(冷陰極蛍光管 ) 等を用いた場合のバックライ トの電力制御 (輝

度制御 ) は、A 」値 (映像平均輝度値 ) に基づいて行われている。

０００3 また、最近、多数の」三 D (L gh 日 ng d :発光ダイオー ド) を

用いたバックライ トが知 られている。 さらに、」三 Dバックライ トによる照

明光を複数の領域 (エ リア ) に分割 して放射する照明手段を備え、分割され

たエ リア毎の照明光の制御が可能なバックライ ト (以下、 「エ リア制御バッ

クライ ト」 という ) も知 られている (例えば特許文献 「参照 ) 。

特許文献 : 特開 2 ００ 8 ０3 公報

０００ (発明が解決 しよう とする課題 )

しかしながら、エ リア制御バックライ トの電力制御を行 う場合において、

エ リア輝度の決定態様によってはバックライ ト電ヵとA 」値との間に相関

関係がない場合、すなわち、実際のバックライ ト電ヵとA 」値に基づいた

電力制御による電ヵとが一致 しない場合が生 じ得る。そのため、A 」値に

よっては、エ リア制御バックライ トの電力制御、特に電ヵリミ ット制御を好

適に行えないという不都合があった。例えば、表示画像のピーク輝度感を得

るために、各エ リアの輝度を表示パターン内の最大輝度値に基づいて決定す

る場合において、表示画像が中央部のみ輝度の高い矩形パターンの繰 り返 し



で形成される場合、バックライ ト電力はA 」値による電力制御の場合 と比

べて、多 くなる。 したがって、この場合、バックライ ト電力のり ミ ット制御

をA 」値から判断 して行 う ことはできなかった。

０００ また、通常、省電力化の要求および発熱の抑制等から、バックライ トの消

費電力には所定の許容値 (制限値 ) が設定 される。そして、バックライ トを

所定の許容範囲内の消費電力において使用する、電カ リミ ット制御が行なわ

れている。 しかしながら、電カ リミ ット制御が行われる場合であっても、ピ

ーク輝度感のある、すなわち、メ リハ リのある画像表示を可能とする照明を

提供できるバックライ ト (画像表示用発光装置) が所望されている。

発明の開示

０００ 本発明は、上記のような事情に基づいてなされたものであって、エ リア制

御される場合において電カ リミ ット制御を好適に行 う ことができるとともに

、所定の許容電力範囲内においてピーク輝度感のある画像表示を可能とする

画像表示用発光装置の電力制御方法及び画像表示用発光装置を提供すること

を目的とする。また、そのような照明機能を有する表示装置、さらに、その

ような表示装置を備えたテ レビ受信装置を提供することを目的とする。

０００ (課題を解決するための手段 )

上記課題を解決するために、本発明による画像表示用発光装置の電力制御

方法は、分割された複数のエ リアからの光を照射にするようにした画像表示

用発光装置であって、各エ リアに対応 して設けられ、少な く とも 「つの発光

素子を有する複数の発光ユニットを備えた画像表示用発光装置の電力を制御

する方法において、画像表示用の画像データに基づいて、各発光素子の発光

輝度データを決定する発光輝度データ決定エ程 と、前記発光輝度データに基

づいて、各発光素子に関する複数の発光制御処理を行 う発光素子制御エ程 と

を含み、前記発光素子制御エ程は、エ リア毎の各発光素子の発光輝度データ

に基づいて、エ リア毎の電力および発光総電力を算出する電力算出処理エ程

と、算出された前記発光総電力が所定の許容電力を超える場合、前記発光総

電力が前記所定の許容電力以内となるように、前記エ リア毎の電力を制限す



る電力制限処理エ程 とを含むことを特徴 とする。

０００8 また、本発明による画像表示用発光装置は、分割された複数のエ リアから

の光の照射するようにした画像表示用発光装置であって、各エ リアに対応 し

て設けられ、少な く とも 「つの発光素子を有する複数の発光ユニットと、前

記被照明体の画像データに基づいて、各発光素子の発光輝度データを決定す

るエ リア駆動回路と、前記発光輝度データに基づいて、各発光素子に関する

複数の発光制御処理を行 う発光素子制御回路を備え、前記発光素子制御回路

は、エ リア毎の各発光素子の発光輝度データに基づいて、エ リア毎の電力お

よび発光総電力を算出する電力算出処理を行 う電力算出回路と、算出された

前記発光総電力が所定の許容電力を超える場合、前記発光総電力が前記所定

の許容電力以内となるように、前記エ リア毎の電力を制限する電力制限処理

を行 う電カ リミ ッタ回路とを備えることを特徴 とする。

０００ ｱ 方法および装置の構成によれば、エ リア毎の発光電力が算出され、エ

リア毎の発光電力の総和から発光総電力が算出される。そして、算出された

発光総電力が所定の許容電力を超える場合、発光総電力が所定の許容電力以

内となるように、エ リア毎の電力を制限される。そのため、発光電力がエ リ

ア制御される場合においても電カ リミ ット制御を好適に行 う ことができる。

さらに、エ リア毎の発光輝度データ、すなわち、エ リア毎の電力は各エ リア

に対応 した画像データに基づいて決定 されるため、所定の許容電力範囲内に

おいてエ リア毎の電力が設定できる。そのため、所定の許容電力範囲内にお

いてピーク輝度感のある画像表示を可能とする。なお、ここで、用語 「画像

表示用」 は、発光装置自体が画像を表示する場合 と、発光装置以外の装置に

画像を表示させる場合 とを含む。

０００ また、本発明の画像表示用発光装置の電力制御方法あるいは画像表示用発

光装置において、電力制限処理は、前記発光総電力に対する前記所定の許容

電力の倍率である制限率を算出し、前記エ リア毎の電力に前記制限率を乗算

することによって前記エ リア毎の電力を制限する構成とすることができる。

この構成によれば、画像表示用発光装置の発光総電力を所定の許容電力以



内に好適にすることができる。

００ また、本発明の画像表示用発光装置の電力制御方法あるいは画像表示用発

光装置において、各発光ユニットは発光色の異なる複数の発光素子を含み、

前記電力算出処理は、前記発光総電力を算出する際に、発光色毎の発光色電

力量を算出し、前記発光色毎の発光色電力量の総和から前記発光総電力を算

出し、前記電力制限処理は、前記各発光色の発光電力に同一の前記制限率を

乗算することによって前記エ リア毎の電力を制限する構成とすることができ

る。

００ この構成によれば、各発光ユニット (各エ リア ) が発光色の異なる複数の

発光素子を含む場合において、各エ リアの色調を変化させずに画像表示用発

光装置の電力制限を行 う ことができる。

００ 3 また、本発明の画像表示用発光装置の電力制御方法あるいは画像表示用発

光装置において、前記電力算出処理エ程および前記電力制限処理エ程は、前

記発光素子制御エ程による前記複数の発光制御処理のうち、最終段階で行わ

れる構成とすることができる。

００ この構成によれば、電力制限処理以外に、発光輝度データに基づいて各発

光素子に関する複数の発光制御処理、例えば、ホワイ トバランス調整および

温度補正処理等が行われる場合であっても、それらの制御処理の前に電力制

限を行 う場合 と比べて、電力制限処理に対するそれらの制御処理の影響を低

減することができる。すなわち、電力制限処理を発光制御処理の最終段階で

行 う ことによって、電力制限処理の前の処理によって発光輝度データが補正

された場合あっても、補正された発光輝度データに基づいて所望の電力制限

を行 う ことができる。

００ また、本発明の画像表示用発光装置の電力制御方法あるいは画像表示用発

光装置において、前記エ リアに対応する前記被照明体の画像データの最大値

に基づいて前記各発光素子の発光輝度データを決定する構成とすることがで

きる。

００ この構成によれば、画像データの最大値に基づいて各発光素子の発光輝度



データを決定することによって、実際よ りも厳 しい条件、すなわち、発光総

電力が所定の許容電力を超えやすい条件によって電力制限されることとなる

。そのため、画像表示用発光装置の省電力化がよ り所望される場合において

好適 となる。

００ また、本発明の画像表示用発光装置の電力制御方法あるいは画像表示用発

光装置において、前記発光輝度データは、前記発光素子の発光を P W 信号

によって制御するための P W 生成データを含み、前記電力算出処理および

前記電力制限処理における各電力は、それぞれ前記 P W 生成データに基づ

いて P W 値として算出され、前記電力制限処理によって制限された P W

値を有する前記 P W 信号を生成することを含む構成とすることができる。

００ 8 通常、発光素子の発光を P W 信号によって制御する場合、発光素子の消

費電カと P W 信号の P W 値 (デューティ比 ) とには相関 (ほぼ比例M係

) がある。すなわち、 P W 値 (デューティ比 ) の増減に応 じて発光素子の

発光時間が増減 し、それに応 じて発光素子の消費電力も増減する。そのため

、この構成によれば、電流等のアナ ログデータを検出することな く、単に P

W 信号を生成するための P W 生成データ (デジタルデータ ) を用いて電

力制限処理に係る演算を好適に行 う ことをできる。

００ また、本発明の画像表示用発光装置の電力制御方法あるいは画像表示用発

光装置において、前記画像表示用発光装置は、被照明体を背面から照明して

画像表示させるバックライ トとすることができる。

０００ この構成によれば、エ リア制御される場合において電カ リミ ット制御を好

適に行 う ことができるとともに、所定の許容電力範囲内において、ピーク輝

度感のある画像表示を被照明体において可能とするバックライ トを提供でき

る。

００ また、本発明の画像表示用発光装置の電力制御方法あるいは画像表示用発

光装置において、前記被照明体は液晶表示装置とすることができる。

この構成によれば、バックライ トの所定の許容電力範囲内において、ピー

ク輝度感のある画像を液晶表示装置に表示させることができる。



００ また、本発明による表示装置は、所定の許容電力範囲内において照明装置

の輝度を制御する機能をする表示装置において、複数の表示素子を含む表示

パネルと、分割された複数のエ リアからの光の照射によって前記表示パネル

を背面から照明するようにした照明装置であって、各エ リアに対応 して設け

られ、少な く とも 「つの発光素子を有する複数の発光ユニットを備えた照明

装置と、前記表示パネルおよび前記照明装置を制御する表示制御部とを備え

、前記表示制御部は、前記表示パネルの画像データに基づいて、各発光素子

の発光輝度データを決定するエ リア駆動回路と、前記発光輝度データに基づ

いて、各発光素子に関する複数の発光制御処理を行 う発光素子制御回路とを

含み、前記発光素子制御回路は、エ リア毎の各発光素子の発光輝度データに

基づいて、エ リア毎の電力および発光総電力を算出する電力算出処理を行 う

電力算出回路と、算出された前記発光総電力が前記所定の許容電力を超える

場合、前記発光総電力が前記所定の許容電力以内となるように、前記エ リア

毎の電力を制限する電力制限処理を行 う電カ リミ ッタ回路とを含むことを特

徴 とする。

この構成によれば、照明装置の所定の許容電力範囲内において、ピーク輝

度感のある画像を表示装置に表示させることができる。

００ 3 また、本発明の表示装置において、前記電カ リミ ッタ回路は、前記発光総

電力に対する前記所定の許容電力の倍率である制限率を算出し、前記エ リア

毎の電力に前記制限率を乗算することによって前記エ リア毎の電力を制限す

る構成とすることができる。

００ また、本発明の表示装置において、各発光ユニットは発光色の異なる複数

の発光素子を含み、前記電力算出回路は、前記発光総電力を算出する際に、

発光色毎の発光色電力量を算出し、前記発光色毎の発光色電力量の総和から

前記発光総電力を算出し、前記電カ リミ ッタ回路は、前記各発光色の発光電

力に同一の前記制限率を乗算することによって前記エ リア毎の電力を制限す

る構成とすることができる。

００ また、本発明の表示装置において、前記電力算出処理および前記電力制限



処理は、前記発光素子制御回路による前記複数の発光制御処理のうち、最終

段階で行われる構成とすることができる。

００ また、本発明の表示装置において、前記エ リア駆動回路は、前記エ リアに

対応する前記表示パネルの画像データの最大値に基づいて前記各発光素子の

発光輝度データを決定する構成とすることができる。

００ また、本発明の表示装置において、前記発光素子は P W 信号によって発

光輝度制御され、前記発光輝度データは前記 P W 信号を生成するための P

生成データを含み、前記電力算出処理および前記電力制限処理は、それ

ぞれ前記 P W 生成データによる P W 値に基づいて行われ、前記発光素子

制御回路は、前記前記電力制限処理によって制限された前記 P W 値を有す

る P W 信号を生成する P W 信号生成回路をさらに含む構成とすることが

できる。

００ 8 また、本発明の表示装置において、前記表示パネルは液晶パネルとするこ

とができる。 このような表示装置は液晶表示装置として、種々の用途、例え

ばテ レビやパソコ ンのディス プレイ等に適用でき、特に大型画面用として好

適である。

００ また、本発明のテ レビ受信装置は、上記表示装置を備えることを特徴 とす

る。

このようなテ レビ受信装置によると、バックライ トの所定の許容電力範囲

内において、ピーク輝度感のあるテ レビ画像を提供することが可能となる。

０００ (発明の効果 )

本発明の画像表示用発光装置の電力制御方法及び画像表示用発光装置によ

ると、エ リア制御される場合において電カ リミ ット制御を好適に行 う ことが

できるとともに、所定の許容電力範囲内においてピーク輝度感のある画像表

示が可能となる。また、本発明の表示装置によると、消費電力を増加させる

ことな く ピーク輝度感のある表示画像を得ることが可能となる。また、本発

明のテ レビ受信装置によると、ピーク輝度感のあるテ レビ画像を提供するこ

とが可能となる。



００3 図 本発明の実施形態に係るテ レビ受信装置の概略構成を示す分解斜視図

図 液晶パネルおよびバックライ トの概略構成を示す分解斜視図

図3 液晶表示装置の電気的構成を概略に示すブロック図

図 」三 Dパネルの電気的構成を説明するための回路図

図 」三 Dパネルの所定の許容電力を示す説明図

図 バックライ トの電力制御に係る各処理の概略的な流れを示すフローチヤ

ー ト

図 電力制限処理前の」三 Dパネルの各エ リアの電力を示す説明図

図 電力制限処理後の」三 Dパネルの各エ リアの電力を示す説明図

図 」三 Dパネルの別の電気的構成を示す回路図

符号の説明

００3 「０…液晶表示装置 (被照明体、表示装置) 、 「 「…液晶パネル (表示パネ

ル ) 、 1 2 …バックライ ト (照明装置、画像表示用発光装置) 、 1 2 a ・‥照

射面、 1 2 b …」三 Dパネル、 1 6 …」三 D部、 2 ０…発光ユニット、 3 1

…エ リア駆動回路、 ０…」三 D コ ン トローラ (発光素子制御回路 ) 、 1

…調整回路、 …電力算出回路、 3 …電カ リミ ッタ回路、

信号生成回路、D R D G D …発光ダイオー ド (発光素子) 、T v …テ

レビ受信装置

発明を実施するための最良の形態

００33 以下、本発明の実施形態について図 「～図 8 を参照 しつつ説明する。本実

施形態では、液晶表示装置 「０を備えたテ レビ受信装置 v について例示す

る。なお、図面に示 したX軸、Y軸及び z 軸は、各図面で共通な方向となる

ように描かれている。

００3 「・ テ レビ受信装置の構成

本実施形態に係るテ レビ受信装置 v は、図 「に示すように、液晶表示装

置 「０ ( 「表示装置」の一例 ) と、当該液晶表示装置 「０を挟むようにして

収容する表裏両キヤ ビネットc a C b と、電源 と、チューナー 丁 とを備



えており、その表示面 「 「 a が鉛直方向 ( Y軸方向) に沿 うようスタン ドS

によって支持されている。なお、本発明による表示装置は、カラー表示する

液晶表示装置以外にも、白黒表示する液晶表示装置にも適用可能である。ま

た、液晶表示装置に限られず、照明装置を有 し、所定の許容電力範囲内にお

いて照明装置の輝度を制御するものであればよい。

００3
・ 液晶表示装置の構成

液晶表示装置 「０は、全体として横長の方形を成 し、図 2 に示すように、

液晶パネル ( 「表示パネル」の一例 ) 「 「と、バックライ ト ( 「照明装置」

及び 「画像表示用発光装置」の一例 ) 「 2 とを備え、これらが枠状をなすべ

ゼルなどによ り一体的に保持されている。液晶表示装置 「０は、さらに、後

述する表示制御部 3 ０ (図 3 参照 ) を含む。

００3 次に、液晶パネル ( 」C Dパネル ) 「 「及びバックライ ト「 2 について説

明する。 このうち、液晶パネル 「 「は、平面視矩形状をな しており、一対の

ガラス基板が所定のギヤップを隔てた状態で貼 り合わせられるとともに、両

ガラス基板間に液晶が封入された構成とされる。

００3 方のガラス基板には、互いに直交するソース配線とゲー ト配線とに接続

されたスイッチング素子 (例えば T T (薄膜 トランジスタ ) と、そのス

イッチング素子に接続された画素電極、さらには配向膜等が設けられ、他方

のガラス基板には、R (赤色 ) ， G (緑色 ) ， (青色 ) 等の各着色部が所

定配列で配置されたカラーフィルタや共通電極、さらには配向膜等が設けら

れている。

００3 このような構成によって、液晶パネル 「 「内には、例えば、ハイ ビジ ョン

用の、 「 9 ０X 「０8 ０ドットのカラー画素が形成されている。液晶パネ

ル 「 「内には、さらに、例えば、」C D ドライバおよび」C D コ ン トローう

が設けられ、それらによって各画素のスイッチング素子が制御される。

００3 バックライ ト「 2 は、図 2 に示されるように、分割された複数のエ リアか

らの光の照射によって液晶パネル 「 「を背面から照明するようにしたもので

ある。バックライ ト「 2 は、」三 Dパネル 「 2 b および光学部材 「 を含む



。光学部材 「 は、拡散板 「 a ， 「 b および光学シー ト「 C から構成

されている。

０００ 」三 Dパネル 「 2 b は、各エ リアに対応 した複数の発光ユニット2 ０を有

し、各発光ユニット2 ０は、」三 D部 「 6 を含む。各 」三 D部 「 6 は、ここ

では、R (赤色 ) 発光ダイオー ドD R G (緑色 ) 発光ダイオー ドD G 、お

よび (青色 ) 発光ダイオー ドD をそれぞれ一個づつ含む (図 参照 ) 。

各発光ユニット2 ０によってバックライ ト「 2 の照射面 「 2 a が複数のエ リ

アに分割されている。すなわち、本実施形態においては、複数の発光ユニッ
ト2 ０が、バックライ ト「 2 の分割された複数のエ リアを構成する。図 2 に

は、例えば、照射面 「 2 a が 2 ０X ０ ( 8 ００) のエ リアに分割された

例が示される。なお、各発光ユニット2 ０の個数、すなわち、照射面 「 2 a

の分割エ リアの個数は任意である。

００ 液晶表示装置 「０は、さらに、図 3 に示されるように、表示制御 3 ０を

有する。表示制御 3 ０はエ リア駆動回路 3 「および」三 D コ ン トローラ (

「発光素子制御回路」の一例 ) ０を含む。

００ エ リア駆動回路 3 「は、映像信号 (画像データ ) を、例えばチューナー 丁

から受け取 り、映像信号に基づいて、各発光ダイオー ドの発光輝度データ (

以下、 「」三 Dデータ」 という ) を決定 し、例えば 「 2 ビットのデジタル信

号として」三 Dデータを」三 D コ ン トローラ ０に供給する。なお、本実施

形態においては、各発光ダイオー ドは P W (パルス幅変調 ) 信号によって

発光制御されるため、」三 Dデータは、 P W 信号の P W 値 (デューティ

比 ) に関するデータを含む。すなわち、」三 Dデータは P W 信号を生成す

るための P W 生成データ (例えば、 「 2 ビットのデジタルデータ ) を含む

。 さらに、エ リア駆動回路 3 「は、映像信号に基づいて、」C Dパネル 「 「

の各画素の光透過率データである」C Dデータを生成 して、」C Dデータを

」C Dパネル 「 「に供給する。

００ 3 」三 D コ ン トローラ ０は、調整回路 「、電力算出回路 、電カ リミ

ッタ回路 3 、および P W 信号生成回路 等を含む。調整回路 「は、



エ リア駆動回路 3 「から」三 Dデータを受け取 り、」三 Dデータに対 して、

ホワイ トバランス、温度補正等の様々な調整を行 う。

００ 電力算出回路 は、調整された」三 Dデータに基づいてエ リア毎の発光

電力を算出し、エ リア毎の発光電力の総和から発光総電力を算出する電力算

出処理を行 う。

００ 電カ リミ ッタ回路 3 は、電力算出回路 によって算出された発光総電

力が所定の許容電力を超える場合、発光総電力が所定の許容電力以内となる

ように、エ リア毎の電力を制限する電力制限処理を行 う。

００ 上記 したように、各発光ダイオー ドは、」三 D コ ン トローラ ０からの P

信号によって制御され、各発光ダイオー ドの消費電カと P W 信号の P

W 値 (デューティ比 ) との間には、ほぼ比例M係がある。そのため、本実

施形態においては、電力算出処理および電力制限処理における各電力は、そ

れぞれ P W 生成データに基づいて P W 値 ( ) として算出される。

００ W 信号生成回路 は、電力制限処理によって制限された P W 値を

有する P W 信号を生成 し、 P W 信号を」三 Dパネル 「 2 bの」三 D ドラ

イバ 2 「に供給する。

００ 8 その他、」三 D コ ン トローラ ０は、」三 Dパネル 「 2 b に設けられた」
三 D ドライバ 2 「を制御するための ドライバ制御信号 C N T を生成 し、 ドラ

イバ制御信号 T を」三 D ドライバ 2 「に供給する。

００ 」三 D ドライバ 2 「は、本実施形態では、例えば、図 に示されるように

、各発光ユニット2 ０に対 して設けられる。そして、図 に示されるように

、各 」三 D ドライバ 2 「は、発光ユニット2 ０の各発光ダイオー ドに対応 し

て、」三 D コ ン トローラ ０からの P W 信号によって制御されるスイッチ

素子 Wと、」三 D コ ン トローラ ０からのC N T信号によって制御される

電流制御用 トランジスタ 丁 「とを有する。なお、電流制御用 トランジスタ 丁

「はバイポーラ トランジスタに限られず、例えば、「三 T (電界効果 トラン

ジス タ であってもよい。

０００ また、図 には、発光ユニット2 ０は、発光ダイオー ドとして、上記 した



ように、赤色発光ダイオー ドD R 「、緑色発光ダイオー ドD G 「、および青

色発光ダイオー ドD 「をそれぞれ一個づつ含む構成が示される。 このよう

な構成によって、発光ユニット2 ０内のR G の各発光ダイオー ドは、個別

の P W 信号によって、個別にその消費電力が制御される。

００ なお、発光ユニット (分割エ リア ) ０に含まれる発光ダイオー ドの構成

は、図 に示されたものに限定 されない。例えば、白色発光ダイオー ドのみ

を含む構成であってもよいし、R G の各 個の計 6 個の発光ダイオー ドを

構成であってもよい。要は、発光ユニット2 ０内の各発光ダイオー ドが、個

別の P W 信号によって、個別にその消費電力が制御される構成であればよ

００ 3 ・ バックライ トの電カ リミ ット制御

次に、バックライ ト「 2 の電カ リミ ット制御方法について、図 ～図 8 を

参照 して説明する。図 5 は、所定の制限電力 (許容電力 ) の例を示す照射面

「 2 a の説明図である。図 6 は、電カ リミ ット制御に係る各処理の概略的な

流れを示すフローチヤー トである。各処理は、本実施形態においては、表示

制御部 3 ０のエ リア駆動回路 3 「および」三 D コ ン トローラ ０によって行

われる。図 7 は、本実施形態による電カ リミ ット制御前の例を示す照射面 「

2 a の説明図であり、図 8 は、本実施形態による電カ リミ ット制御後の例を

示す照射面 「 2 a の説明図である。

００ 3 なお、図 、図 7 および図 8 においては、説明の便宜上、バックライ ト「

2 の照射面 「 2 a が、エ リアA 「からエ リアA までの 2 t のエ リアに

分割された場合を示す。また、照射面 「 2 a を分割する態様、例えば、分割

エ リアの平面形状は、図 、図 7 および図 8 に示されるものに限られない。

例えば、分割された各エ リアの面積および形状は異なるものであってもよい

。要は、分割された各エ リア内の各発光素子の電力が個別に制御されるもの

であればよい。

００ 許容電力 (制限電力 の例として、ここでは、図 に示されるよ うに、」
C Dパネル 「 「が全面白表示のときに、バックライ ト「 2 の電力が供給可能



電力の ０ に制限される場合を仮定する。 この場合、各エ リアの電力、す

なわち各発光ダイオー ドの電力は最大電力の ０ に制限される、言い換え

れば、各発光ダイオー ドの P W 値 (デューティ比 ) が ０ に制限される

。なお、以下において、説明の便宜上、各発光ダイオー ドは同一の P W 値

( ) に制御されているものとする。

００ 電カ リミ ット制御に係る処理において、まず、図 6 のステップ 「０にお

いて、液晶表示装置 ０に表示させる画像のデータが表示制御部 3 ０のエ リ

ア駆動回路 3 「に人力される。すると、ステップ S ０において、エ リア部

動回路 3 「は、画像データに基づいて、各エ リア ( A 「～A ) の」三 D

データ (発光輝度データ ) である P W 値 ( ) を決定する。決定 された各

エ リア ( A 「～A ) の P W 値の例を図 7 に示す。図 7 には、決定 され

たの P W 値が、 「０」 ０ ( ) および 「００ ( ) の 3 種類である

場合が例示されている。

００ 本実施形態においては、各エ リアの P W 値を各エ リアに対応する画像デ

ータの最大値に基づいて決定する。通常、各エ リアに対応する」C Dパネル

「 「の範囲内には複数の画素が存在する。そのため、本実施形態においては

、複数の画素データ (輝度データ ) の内、その最大値に基づいて各エ リアの

P W 値を決定する。

００ なお、各エ リアの P W 値を決定方法はこれに限られず、例えば、各エ リ

アに対応する複数の画素データの所定数年の平均値を算出し、その平均値の

最大値に基づいて決定 されてもよいし、あるいは各エ リアに対応する全画素

データの平均値に基づいて決定 されてもよい。また、各エ リアの P W 値の

決定は、本実施形態においては、画像のフレーム周期毎に行われるものとす

る。なお、 P W 値の決定周期は、フレーム周期に限定 されない。例えば、

フレーム毎であってもよいし、 3 ０フレーム毎であってよいし、表示画像

が静止画である場合には、画面が変わるときにのみP W 値を決定するよう

にしてもよい。

００ 8 次いで、図 6 のステ ツプ S 3 ０において、」三 D コ ン トローラ ０の調整



回路 「は、エ リア駆動回路 3 「から」三 Dデータ ( P W 生成データ ) を

受け取 り、」三 Dデータに対 して、ホワイ トバランス、温度補正等の調整を

行っ。

００ 次いで、図 6 のステップ S ０において、」三 D コ ン トローラ ０の電力

算出回路 は、調整された」三 Dデータ ( P W 生成データ ) に基づいて

エ リア毎の発光電力を算出し、エ リア毎の発光電力の総和から発光総電力、

すなわち、バックライ ト「 2 の電力を算出する電力算出処理を行 う。 ここで

は、上記 したように、 P W 値 (デューティ比 ) と電カとにおいて比例M係

があるため、電力算出処理は P W 値 ( ) を用いて行われる。そのため、

例えば、図 7 に示される場合の発光総電力は 「 6 ００ ( ) (エ リア平均値

は 6 6 7 ) となる。また、図 に示される場合の許容電力は 「 2 ００ (

) (エ リア平均値は ０ ) とな り、図 7 に示される場合は、許容電力を

超えることとなる。

０００ そのため、図 6 のステップ S ０において、」三 D コ ン トローラ ０の電

カ リミ ッタ回路 3 は、電力算出回路 によって算出された発光総電力が

所定の許容電力を超える場合、発光総電力が所定の許容電力以内となるよう

に、エ リア毎の電力を制限する電力制限処理を行 う。

００ その際、本実施形態において、電カ リミ ッタ回路 3 は、発光総電力に対

する所定の許容電力の倍率である制限率 ひ を算出する。 この場合、制限率 ひ

は、 「 2 ００ 「 6 ００ ( ０ 6 6 7 ) 二 ０・ 7 となる。そして、エ

リア毎の電力に制限率 ひ を乗算することによってエ リア毎の電力を制限する

。 このようにして制限された各エ リアの電力値 ( P W 値 ) が図 8 に示され

る。図 8 に示される場合の発光総電力は、ほぼ 「 2 ００ ( ) となって、所

定の許容電カと等 しくなる。

００ その際、図 8 に示されるように、電力制限処理によって、図 7 に示された

０ ( ) の P W 値が 3 7 ( ) に ０ ( ) の P W 値が 7

０ ( ) にそれぞれ制限されるものの、エ リア毎の P W 値の相違は維持

される。そのため、本実施形態においては、発光総電力を所定の許容電力範



囲 ( 「 2 ００ ( ) 内とすることができるとともに、その際、エ リア毎の

画像データに対応 してエ リア毎に電力を制限できるため、所定の許容電力範

囲内においてピーク輝度感のある画像表示が、液晶表示装置 「０において可

能となる。

００ 3 なお、この場合、各工 リア (発光ユニット) の各 R G 日発光ダイオー ドは

同一の電カと仮定 したため、上記のエ リア毎の電力に基づく計算方法で説明

したが、本実施形態における電力算出方法をR G に係る式で示すと下記の

ようになる。

R電力量 ( ) 二各エ リアに供給 される赤色発光ダイオー ドP W 値の総和

(式 「)

G 電力量 ( ) 二各エ リアに供給 される緑色発光ダイオー ドP W 値の総和

(式 2 )

日電力量 ( ) 二各エ リアに供給 される青色発光ダイオー ドP W 値の総和

(式 3 )

バックライ トの電力値 (発光総電カ) 二 R電力量 G電力量十 日電力量 (

式 )

制限率 ひ 二許容電カイ発光総電力 (式 )

制限発光総電カ二 ( R電力量 G電力量十 日電力量 ) X 二許容電力 (式

6 )

００ すなわち、本実施形態において、電力算出回路 は、発光総電力を算出

する際に、各エ リアの発光色毎の発光電力の総和から各発光色の電力量を算

出し (式 「～式 3 ) 、各発光色の電力量の総和から発光総電力を算出する (

式 ) 。そして、電カ リミ ッタ回路 3 は、発光色毎の発光電力に同一の制

限率 (式 参照 ) を乗算することによってエ リア毎の電力を制限する。な

お、式 6 には、制限発光総電力を算出する場合、発光総電力に制限率 ば を乗

算する例が示されるが、各発光ダイオー ドの制限率 ば が同一である場合の制

限発光総電力の算出式は、式 6 と等 しくなる。また、発光色毎の発光電力に

同一の制限率 ば を乗算することに必ずしも限定 されるものではな く、必要に



応 じて発光色毎の発光電力に異なる制限率 ひ を設定するようにしてもよい。

００ このように、本実施形態においては、ステップ S ０の電力算出処理およ

びステップ S ０の電力制限処理は、」三 D コ ン トローラ ０による複数の

発光制御処理のうち、最終段階において行われる。そのため、電力制限処理

以外に、発光輝度データに基づいて各発光素子に関する複数の発光制御処理

、例えば、ホワイ トバランス調整および温度補正処理等が行われる場合であ

っても、それらの制御処理の前に電力制限を行 う場合 と比べて、電力制限処

理に対するそれらの制御処理の影響を低減することができる。すなわち、電

力制限処理を発光制御処理の最終段階で行 う ことによって、電力制限処理の

前の処理によって P W 生成データが補正された場合あっても、補正された

P W 生成データに基づいて所望の電力制限を行 う ことができる。また、電

力制限された P W 値が何 ら補正されることな く P W 信号を生成すること

ができる。

００ 次いで、ステップ S 6０において、 P W 信号生成回路 は、図 8 に示

される電力制限処理によって制限された P W 値 (デューティ比 ) を有する

P W 信号を生成 し、 P W 信号を、図 に示す」三 D ドライバ ( 2 「 (

「) ～2 「 ( ) に供給する。各 」三 D ドライバ 2 「は、各色に対応す

る P W 信号 ( P W R～P W ) にしたがって各スイッチ素子 ( S W R

～S W ) を P W 駆動 し、各色の発光ダイオー ド ( D R～D ) を発光さ

せる。なお、図 に示される構成においては、各スイッチ素子がオフの状態

において、D C 電源 V C が各スイッチ素子に供給 されて各発光ダイオー ド

が発光する。そのため、図 に示す構成においては、 P W 信号生成回路

は、実際の P W 信号を生成する際には、図 8 に示される P W 値 (デュ
ーティ比 ) とは逆の P W 値、例えば図 8 に示される P W 値が 3 7 8

の場合、 6 の P W 値を有する P W 信号を生成する。あるい

は、 P W 値を逆にせずに、スイッチ素子として、 P W 信号が論理ハイレ

ベルのときにオフするスイッチ素子を使用すればよい。

００
・ 実施形態の効果



本実施形態においては、エ リア毎に算出された発光総電力が所定の許容電

力を超える場合、発光総電力が所定の許容電力以内となるように、エ リア毎

の電力が制限される。そのため、発光電力がエ リア制御される場合において

も、どのような表示画像に対 しても電カ リミ ット制御を好適に行 う ことがで

きる。また、エ リア毎の発光輝度データ、すなわち、エ リア毎の電力は各エ

リアに対応 した画像データに基づいて決定 されるため、所定の許容電力範囲

内においてエ リア毎の電力が設定および制限できる。そのため、所定の許容

電力範囲内においてピーク輝度感のある画像表示を可能とする。

００ 8 また、」三 D コ ン トローラ において電力制限処理が最終段階において

行われるため、電力制限処理以前の処理によって P W 生成データが補正さ

れた場合であっても、補正された P W 生成データに基づいて所望の電力制

限を行 う ことができる。

００ また、各エ リアに対応 した画像データの最大値に基づいてエ リア毎 (ある

いは各発光素子) の発光輝度データを決定することによって、実際よ りも厳

しい条件、すなわち、発光総電力が所定の許容電力を超えやすい条件によっ

て電力制限されることとなる。そのため、照明装置の省電力化がよ り所望さ

れる場合において好適 となる。

０００ く他の実施形態ノ

本発明は上記記述及び図面によって説明した実施形態に限定 されるもので

はな く、例えば次のような実施形態も本発明の技術的範囲に含まれる。

００ ( 「) ｱ 実施形態では、」三 D ドライバ 2 「と発光ダイオー ド (発光ユ

ニット2 ０) との対応は図 に示 したものに限られない。例えば、図 9 に示

すように、 「個の」三 D ドライバ 2 「によって、縦列接続された複数個の発

光ダイオー ドを駆動するようにしてもよい。図 9 には、 個縦列接続された

赤色発光ダイオー ド ( D R 「～D R ) が、 「個の」三 D ドライバ 2 「 ( R

「) によって駆動され、 個縦列接続された緑色発光ダイオー ド ( D G 「～
D G ) が、 「個の」三 D ドライバ 2 「 ( G 「) によって駆動され、 個縦

列接続された青色発光ダイオー ド D 「～D ) が、 「個の」三 D ドラ



イバ 2 「 ( 「) によって駆動される例が示される。 このような場合、」三

D ドライバ 2 「の使用個数を低減することができる。なお、この場合の、電

力算出の際の各発光ダイオー ドの P W 値は、例えば、縦列接続された発光

ダイオー ドのうちの最大 P W 値に決定 される。例えば、画像データに基づ

く赤色発光ダイオー ド ( D R 「～D R ) D R 「の P W 値が、 2 ０ 、

０ 6 ０ 、 「０ である場合、電力算出の際の各赤色発光ダイオー ド (

D R 「～D R ) の P W 値は、 6 ０ とするようにする。

００ ( 2 ) ｱ 実施形態では、バックライ ト (照明装置、画像表示用発光装置

) 「 2 は、エ リア駆動回路 3 「および」三 D コ ン トローラ ０を含まず、液

晶表示装置 「０の表示制御 3 ０がそれらを含む構成を示 したが、これに限

られない。バックライ ト単体として、バックライ トがエ リア駆動回路 3 「お

よび」三 D コ ン トローラ ０を含む構成としてもよい。あるいは、液晶表示

装置 「０において、バックライ ト「 2 が」三 D コ ン トローラ ０を含む構成

としてもよい。

００ 3 ( 3 ) ｱ 実施形態では、発光総電力を算出する際に、各色の発光ダイオ

ー ドの総電力 (電力量 ) を算出する例を示 した (式 「～式 参照 ) が、これ

に限定 されない。例えば、エ リア毎の電力の総和から発光総電力を算出する

ようにしてもよい。要は、発光総電力は、エ リア毎の各発光素子の発光輝度

データ ( P W 生成データ ) に基づいて算出されればよい。

００ ( ) ｱ 実施形態では、発光総電力が所定の許容電力以内となるように

、エ リア毎の電力を制限する場合、エ リア毎の電力に同一の制限率 ひ (式

参照 ) を乗算することによって行 う例を示 したが、これに限定 されない。例

えば、エ リア毎に制限率 ひ を異なるようにしてもよい。 さらに、エ リア毎の

電力を制限する場合、制限率 ひ によって制限することにも限られない。要は

、発光総電力が所定の許容電力以内となるように、エ リア毎の電力が制限さ

れればよい。例えば、エ リア毎の画像データに基づいてエ リア毎に異なる電

力制限をするようにしてもよい。

００ ( ) ｱ 実施形態では、バックライ ト「 2 の電力の所定許容値は一定で



ある例を示 したが、これに限定 されず、所定許容値を可変としてもよい。例

えば、所定許容値をR G 電力量 (式 「～式 3 参照 ) の中のワース ト値に関

連づけるようにしてもよい。

００ 具体例としては、上記制限率 ば を求める際に、まず、下に示す (式 「

～3 ) によって R G毎の制限率 ( R G は， 日は ) を求める。

制限率 R は 二 R所定許容値 R電力量 (式 「)

制限率 G は 二 G 所定許容値 G 電力量 (式 )

制限率日ひ 二 日所定許容値 日電力量 (式 )

次いで、全体にかける制限率 (式 6 参照 ) として、R は， G は， 日ばの

中の最低値 (ワース ト値 ) を選択する。その際、R所定許容値二 G 所定許容

値二 日所定許容値としてもよいし、R G毎に所定許容値を変えて設定 し、

最終的にR は， G は， 日ばの中の最低値 (ワース ト値 ) を選択するようにし

てもよい。

このように、全体にかける制限率 ば として、R は， G は， 日ばの中の最低

値 (ワース ト値 ) を選択することによって、R G毎の電力量が異なる場合

であっても確実に各色に対 して所定許容値以下に制限をかけることができる

とともに、制限発光総電力を許容電力以下に制限することができる。

００ また、バックライ ト「 2 の照射面 「 2 a への電力供給が複数の電源によっ

て行われる場合には、電源毎に所定許容値を異なるようにして、電源毎に電

力制限するようにしてもよい。

００ 8 また、使用する」三 D ドライバ 2 「の構成に応 じて所定許容値を変更する

ようにしてもよい。 この場合、」三 D ドライバ 2 「の」三 D駆動形態によっ

ては、他の実施形態 ( 「) に記載 したように、電力算出の際の、発光ダイオ

ー ドの P W 値の決定形態を変更する場合があり、そのような場合にも対応

できる。

００ ( 6 ) ｱ 実施形態では、本発明の画像表示用発光装置であるバックライ

トを」三 Dバックライ トに適用する例を示 したが、これに限られない。すな

わち、発光素子は発光ダイオー ドに限られず、他の発光素子、例えば、三 」



素子等であってもよい。

( 7 ) ｱ = 実施形態では、本発明の画像表示用発光装置を液晶表示装置 「

のバックライ ト「 2 に適用する例を示 したが、これに限られない。例えば

、本発明の画像表示用発光装置は、」三 D方式のオ一口ラ ビジ ョン (登録商

標 ) に適用できる。



請求の範囲

請求項 分割された複数のェリアからの光を照射にするようにした画像表示

用発光装置であって、各ェリアに対応 して設けられ、少な く とも 「つ

の発光素子を有する複数の発光ユニットを備えた画像表示用発光装置

の電力を制御する方法において、

画像表示用の画像データに基づいて、各発光素子の発光輝度データ

を決定する発光輝度データ決定エ程 と、

前記発光輝度データに基づいて、各発光素子に関する複数の発光制

御処理を行 う発光素子制御エ程 とを含み、

前記発光素子制御エ程は、

ェリア毎の各発光素子の発光輝度データに基づいて、ェリア毎の電

力および発光総電力を算出する電力算出処理エ程 と、

算出された前記発光総電力が所定の許容電力を超える場合、前記発

光総電力が前記所定の許容電力以内となるように、前記ェリア毎の電

力を制限する電力制限処理エ程 とを含むことを特徴 とする画像表示用

発光装置の電力制御方法。

請求項 前記電力制限処理エ程は、前記発光総電力に対する前記許容電力の

倍率である制限率を算出し、前記ェリア毎の電力に前記制限率を乗算

することによって前記ェリア毎の電力を制限することを特徴 とする、

請求の範囲第 「項に記載の画像表示用発光装置の電力制御方法。

請求項3 各発光ユニットは発光色の異なる複数の発光素子を含み、

前記電力算出処理エ程は、前記発光総電力を算出する際に、発光色

毎の発光色電力量を算出し、前記発光色毎の発光色電力量の総和から

前記発光総電力を算出し、

前記電力制限処理エ程は、前記各発光色の発光電力に同一の前記制

限率を乗算することによって前記ェリア毎の電力を制限することを特

徴 とする、請求の範囲第 2 項に記載の画像表示用発光装置の電力制御

方法。



請求項 前記電力算出処理エ程および前記電力制限処理エ程は、前記発光素

子制御エ程による前記複数の発光制御処理のうち、最終段階で行われ

ることを特徴 とする、請求の範囲第 「項から第 3 項のいずれか一項に

記載の画像表示用発光装置の電力制御方法。

請求項 前記発光輝度データ決定エ程は、前記ェリアに対応する前記被照明

体の画像データの最大値に基づいて前記各発光素子の発光輝度データ

を決定することを特徴 とする請求の範囲第 「項から第 項のいずれか

一項に記載の画像表示用発光装置の電力制御方法。

請求項 前記発光輝度データは、前記発光素子の発光輝度を P W 信号によ

って制御するための P W 生成データを含み、

前記電力算出処理エ程および前記電力制限処理エ程における各電力

は、それぞれ前記 P W 生成データに基づいて P W 値として算出さ

れ、

前記電力制限処理によって制限された P W 値を有する前記 P W

信号を生成する P W 信号生成エ程をさらに含むことを特徴 とする請

求の範囲第 「項から第 項のいずれか一項に記載の画像表示用発光装

置の電力制御方法。

請求項 前記画像表示用発光装置は、被照明体を背面から照明して画像表示

させるバックライ トであることを特徴 とする請求の範囲第 「項から第

6 項のいずれか一項に記載の画像表示用発光装置の電力制御方法。

請求項8 前記被照明体は液晶表示装置であることを特徴 とする請求の範囲第

7 項に記載の画像表示用発光装置の電力制御方法。

請求項 分割された複数のェリアからの光を照射するようにした画像表示用

発光装置であって、

各ェリアに対応 して設けられ、少な く とも 「つの発光素子を有する

複数の発光ユニットと、

画像表示用の画像データに基づいて、各発光素子の発光輝度データ

を決定するェリア駆動回路と、



前記発光輝度データに基づいて、各発光素子に関する複数の発光制

御処理を行 う発光素子制御回路とを備え、

前記発光素子制御回路は、

エ リア毎の各発光素子の発光輝度データに基づいて、エ リア毎の電

力および発光総電力を算出する電力算出処理を行 う電力算出回路と、

算出された前記発光総電力が所定の許容電力を超える場合、前記発

光総電力が前記所定の許容電力以内となるように、前記エ リア毎の電

力を制限する電力制限処理を行 う電カ リミ ッタ回路とを備えることを

特徴 とする画像表示用発光装置。

請求項 ０ 前記電カ リミ ッタ回路は、前記発光総電力に対する前記所定の許容

電力の倍率である制限率を算出し、前記エ リア毎の電力に前記制限率

を乗算することによって前記エ リア毎の電力を制限することを特徴 と

する、請求の範囲第 9 項に記載の画像表示用発光装置。

請求項 各発光ユニットは発光色の異なる複数の発光素子を含み、

前記電力算出回路は、前記発光総電力を算出する際に、発光色毎の

発光色電力量を算出し、前記発光色毎の発光色電力量の総和から前記

発光総電力を算出し、

前記電カ リミ ッタ回路は、前記各発光色の発光電力に同一の前記制

限率を乗算することによって前記エ リア毎の電力を制限することを特

徴 とする、請求の範囲第 「０項に記載の画像表示用発光装置。

請求項 前記電力算出処理および前記電力制限処理は、前記発光素子制御回

路による前記複数の発光制御処理のうち、最終段階で行われることを

特徴 とする、請求の範囲第 9 項から第 「 「項のいずれか一項に記載の

画像表示用発光装置。

請求項 3 前記エ リア駆動回路は、前記エ リアに対応する前記被照明体の画像

データの最大値に基づいて前記各発光素子の発光輝度データを決定す

ることを特徴 とする請求の範囲第 9 項から第 1 2 項のいずれか一項に

記載の画像表示用発光装置。



請求項 前記発光素子は P W 信号によって発光輝度制御され、

前記発光輝度データは前記 P W 信号を生成するための P W 生成

データを含み、

前記電力算出処理および前記電力制限処理は、それぞれ前記 P W

生成データによる P W 値に基づいて行われ、

前記発光素子制御回路は、

前記電力制限処理によって制限された前記 P W Eを有する P W

信号を生成する P W 信号生成回路をさらに含むことを特徴 とする請

求の範囲第 9 項から第 「 3 項のいずれか一項に記載の画像表示用発光

請求項 前記画像表示用発光装置は、被照明体を背面から照明して画像表示

させるバックライ トであることを特徴 とする請求の範囲第 9 項から第

「 項のいずれか一項に記載の画像表示用発光装置。

請求項 前記被照明休は液晶表示装置であることを特徴 とする請求の範囲第

「 項に記載の画像表示用発光装置。

請求項 所定の許容電力範囲内において照明装置の輝度を制御する機能をす

る表示装置において、

複数の表示素子を含む表示パネルと、

分割された複数のエ リアからの光の照射によって前記表示パネルを

背面から照明するようにした照明装置であって、各エ リアに対応 して

設けられ、少な く とも 「つの発光素子を有する複数の発光ユニットを

備えた照明装置と、

前記表示パネルおよび前記照明装置を制御する表示制御部とを備え

前記表示制御部は、前記表示パネルの画像データに基づいて、各発

光素子の発光輝度データを決定するェリア駆動回路と、前記発光輝度

データに基づいて、各発光素子に関する複数の発光制御処理を行 う発

光素子制御回路とを含み、



前記発光素子制御回路は、

エ リア毎の各発光素子の発光輝度データに基づいて、エ リア毎の電

力および発光総電力を算出する電力算出処理を行 う電力算出回路と、

算出された前記発光総電力が前記所定の許容電力を超える場合、前

記発光総電力が前記所定の許容電力以内となるように、前記エ リア毎

の電力を制限する電力制限処理を行 う電カ リミ ッタ回路と、

を含むことを特徴 とする、表示装置。

請求項 8 前記電カ リミ ッタ回路は、前記発光総電力に対する前記所定の許容

電力の倍率である制限率を算出し、前記エ リア毎の電力に前記制限率

を乗算することによって前記エ リア毎の電力を制限することを特徴 と

する、請求の範囲第 1 7 項に記載の表示装置。

請求項 各発光ユニットは発光色の異なる複数の発光素子を含み、

前記電力算出回路は、前記発光総電力を算出する際に、発光色毎の

発光色電力量を算出し、前記発光色毎の発光色電力量の総和から前記

発光総電力を算出し、

前記電カ リミ ッタ回路は、前記各発光色の発光電力に同一の前記制

限率を乗算することによって前記エ リア毎の電力を制限することを特

徴 とする、請求の範囲第 1 8 項に記載の表示装置。

請求項 ０ 前記電力算出処理および前記電力制限処理は、前記発光素子制御回

路による前記複数の発光制御処理のうち、最終段階で行われることを

特徴 とする、請求の範囲第 1 7 項から第 1 9 項のいずれか一項に記載

の表示装置。

請求項 前記エ リア駆動回路は、前記エ リアに対応する前記表示パネルの画

像データの最大値に基づいて前記各発光素子の発光輝度データを決定

することを特徴 とする請求の範囲第 1 7 項から第 2 ０項のいずれか一

項に記載の表示装置。

請求項 前記発光素子は w 信号によって発光輝度制御され、

前記発光輝度データは前記 w 信号を生成するための w 生成



データを含み、

前記電力算出処理および前記電力制限処理は、それぞれ前記 P W

生成データによる P W 値に基づいて行われ、

前記発光素子制御回路は、

前記電力制限処理によって制限された前記 P W 値を有する P W

信号を生成する P W 信号生成回路をさらに含むことを特徴 とする請

求の範囲第 「 7 項から第 2 「項のいずれか一項に記載の表示装置。

前記表示パネルは液晶パネルであることを特徴 とする請求の範囲第

「 7 項から第 2 項のいずれか一項に記載の表示装置。

請求の範囲第 「 7 項から第 2 3項のいずれか一項に記載の表示装置

を備えることを特徴 とするテ レビ受信装置。
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